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◎ 会のうごき 

○ 諸会議の経過 

◇ 自動車リサイクルに関する検討会 

  自動車リサイクルに関する検討会は、８月 26 日、全国都市会館において会議を開

催した。 

   はじめに、座長に静岡市の鉢呂生活環境部参事を、座長代理に横須賀市の浅野循

環都市推進課技幹をそれぞれ選任した。 

座長欠席のため、座長代理の横須賀市の浅野循環都市推進課技幹あいさつの後、

経済産業省製造産業局自動車課の矢野課長補佐から、「自動車リサイクル法等につ

いて」説明を聴取し、質疑応答を行った。 

続いて、班編成について協議した結果、「使用済自動車の不法投棄防止、原状回

復班」に横浜市の笹尾美化推進等担当課長、静岡市の鉢呂生活環境部参事、安城市

の杉浦経済環境部長、大阪市の西宇路政課長が、「離島対策班」に名瀬市の佐々木

市民福祉部長が、「関連事業者の登録・許可班」に横浜市の伊藤事業系ごみ対策課

長並びに山田産業廃棄物対策課長、大牟田市の田嶋環境リサイクル産業推進担当部

長が、「二輪車リサイクルシステム、普及・広報活動班」に立川市の小川道路整備

課長、横須賀市の浅野循環都市推進課技幹、姫路市の楠田産業廃棄物対策課長が、

それぞれ所属することとした。 

討議に入り、不法投棄車対策、離島対策等について、問題点やその改善方策につ

いて議論した。 

なお、同日、「使用済自動車リサイクル・適正処理関係者検討会（本会、全国知

事会、全国町村会、関係省庁及び自動車関係団体をもって組織）」が開催され、本

検討会から、横浜市の笹尾美化推進等担当課長、大阪市の蕨野路政課長代理並びに

名瀬市の佐々木市民福祉部長が出席し、不法投棄車対策及び離島対策について討議

を行った。 

                             （担当：経済部） 

 

◇  介護保険の第１号保険料のあり方に関する検討会 

   介護保険対策特別委員会（委員長・喜多守口市長）は、８月 27 日、「介護保険の

第１号保険料のあり方に関する検討会」を全国都市会館において開催した。 

同委員会は、各市において多くの問題点を抱えている第１号被保険者の保険料の

あり方について検討を行うため、同委員会の常任幹事及び厚生労働省の担当官等で

構成する検討会を設置した。 
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会議では、厚生労働省から現行の介護保険料の制度と問題点、常任幹事市から第

１号保険料の状況についてそれぞれ説明を行った後、活発な意見交換を行った。 

（担当：社会文教部）  

 

◇  平成 14 年度人事管理研修会 

  ８月 27、28 日の両日、シェーンバッハ・サボー（砂防会館別館）において、各市

から約 850 名の出席者を得て標記研修会を開催した。  

本研修会は、各市の人事・給与担当者を対象として、人事、労務及び給与改善に

資するため毎年度開催している。  

本年度は、総務省の荒木公務員部長、上田公務員課長、田辺高齢対策室長、齊藤

給与能率推進室長、原福利課長、富樫安全厚生推進室長、人事院勤務条件局の杉本

企画官、本会顧問弁護士の石津廣司氏から、それぞれ地方公務員制度上の諸問題、

人事院勧告をはじめとする給与問題等に関する講演があったほか、大阪市立大学大

学院法学研究科教授の稲継裕昭氏から「公務員制度改革と地方自治体の課題」と題

して、特別講演があった。  

（担当：行政部）  

 

○ 要望・陳述等 

◇ 基地関係予算の確保について要望陳述  

  全国基地協議会（会長・沢田横須賀市長）及び防衛施設周辺整備全国協議会（会

長・東川千歳市長）は、自由民主党本部で開催された関係部会に正副会長が出席し、

基地関係予算の確保について要望陳述を行った。  

  ８月 28 日に開催された国防部会・安全保障調査会・基地対策特別委員会合同会議

に防衛施設周辺整備全国協議会会長の東川千歳市長、副会長の町田狭山市長及び全

国基地協議会会長の沢田横須賀市長のほか、呉市の代表者が出席し、代表して東川

会長が平成 15 年度基地周辺対策経費の確保について要望陳述を行った。  

また、８月 29 日に開催された総務部会関係合同会議に全国基地協議会会長の沢田

横須賀市長、副会長の見上綾瀬市長、森各務原市長、小林玖珠町長及び防衛施設周

辺整備全国協議会会長の東川千歳市長のほか、佐世保市の代表者が出席し、代表し

て沢田会長が平成 15 年度基地交付金及び調整交付金の確保について要望陳述を行

った。  

                            （担当：社会文教部）  
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○  総務大臣と全国市長会正副会長等との懇談会 

  ８月 30 日午後、全国都市会館において標記懇談会を開催した。  

青木会長並びに片山総務大臣のあいさつの後、本会の各副会長、各委員会委員長

から、地方分権の推進、地方税財源の充実確保、市町村合併、住民基本台帳ネット

ワークシステム等について要望陳述を行い、片山大臣はじめ総務省幹部から総括的

に回答をいただくとともに、併せてペイオフ対策、国民健康保険・介護保険の運営、

廃棄物対策、道路整備など地域が抱える課題について要望を行った。  

（担当：企画調整室）  

 
○ 全国市長会米国・カナダ都市行政調査団が帰国  

 ８月 27 日、米国・カナダ都市行政調査団（団長・宮城島清水市長、副団長・大

塚新井市長、同・分家新湊市長、同・小嶋静岡市長）の一行 16 名が帰国した。 

 同調査団は、中心市街地活性化、環境対策、福祉対策、バリアフリー対策、都市

の情報化、防災危機管理等を主な調査目的として、８月 16 日から 27 日までの 12

日間、米国及びカナダの主要都市を訪問した。米国のニューオリンズ市（ルイジア

ナ州）、デンバー市（コロラド州）及びカナダのバーナビー市、ビクトリア市（と

もにブリティッシュ・コロンビア州）においては、市幹部職員等との意見交換、交

流を行うとともに、関係施設等を訪問するなど、それぞれのテーマを中心に担当者

等と活発な意見交換を行った。 

                           （担当：調査広報部） 

 

◎ 地方六団体のうごき 

○ 地方六団体が平成 15 年度地方財政対策等について要望 

８月 29 日、自由民主党総務部会関係合同会議が開催され、地方六団体の代表者が

それぞれ出席した。 

本会からは、会長の青木立川市長が出席し、①税源移譲の具体化を早急に進め、

税財源の安定的確保を図ること、②地方交付税の所要総額を確保すること、③国庫

補助負担金の見直し等に当たっては、税源移譲や地方交付税による確実な財源措置

を講じること、④固定資産税について商業地等の負担水準 70％の堅持を含め、その

安定的確保を図ること、⑤特別土地保有税、事業所税について現行制度の堅持を図

ること、⑥公営企業金融公庫の資金について政府保証を活用した資金確保を図るこ

と、⑦少子高齢社会における諸施策の充実を図ること、⑧道路特定財源制度の存続

を図ること、⑨住民基本台帳ネットワークシステムについて個人情報の保護等につ

いて万全の措置を講じること、⑩電子自治体の推進について十分な財政支援措置を
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講じること、について要望陳述を行った。 

また、全国知事会（副会長・松形宮崎県知事）からは、地方分権の一層の推進、

法人事業税の外形標準課税の導入、高速道路等の早期整備、武力攻撃事態への対処

に関する法整備、ゴルフ場利用税の堅持について、全国町村会（会長・山本福岡県

添田町長）からは、市町村合併、医療保険制度の一本化、ペイオフ等について、そ

れぞれ要望陳述が行われた。 

（担当：財政部） 

 

◎  世界ハビタット・デー2002 福岡記念シンポジウム～国際的な都市間協力と 

まちづくり（City to City Cooperation）～参加者募集 

国連ハビタットは、都市化と「まちづくり」の問題に取り組む機関として、様々

な活動を展開しております。 

さて、国連総会は毎年 10 月の第 1 月曜日を「世界ハビタット・デー」と定め、毎

年、世界各地で「まちづくり」に関連した記念行事を行っています。今年は、「国

際的な都市間協力とまちづくり（City to City Cooperation）」をテーマに、2002

年 10 月７日、ベルギーのブラッセルにおいて世界大会を開催します。 

国連ハビタットの地域事務所がある福岡においても、下記のとおり記念シンポジ

ウムを開催し、アジア・太平洋地域における「都市間協力」と「住民参加型のまち

づくり」、更には国連ハビタットが推進する「世界地方自治憲章」制定へ向けての

検討状況についてご報告させていただきたいと考えております。 

つきましては、本記念シンポジウムに、是非ご参加いただきますようご案内申し

上げます。 

 

記 

 

１ 日 時：10 月７日（月）14:00－17:00  基調報告及びパネル・ディスカッション 

            18:00－    懇親会（予定：参加費 2,000 円程度） 

２ 場 所：アクロス福岡（福岡県福岡市中央区天神１－１－１） 

同上４階 国際会議場  基調報告及びパネル・ディスカッション 

     同上８階 サロン 懇親会 

３ 定 員：200 名（先着順） 

※ファックスか電子メールでお申し込みください。（締め切り：９月 13 日）

（参加申込書は、国連ハビタット福岡事務所のホームページ上に掲載さ

れています。） 
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４ テーマ：国際的な都市間協力とまちづくり 

５ 概 要：（１）基調報告 

 野田順康 国連ハビタット・アジア太平洋部長 

（２）パネル・ディスカッション 

外務省関係者１名、自治体関係者１名、学識経験者１名、 

民間１名 など 

６  主  催：国連ハビタット、国土交通省 

７  後  援：総務省、外務省、福岡県、福岡市、 

全国知事会、全国市長会、日本ハビタット協会（予定） 

 

参加申込先：国連ハビタット福岡事務所 

〒810-0001 福岡県福岡市中央区天神 1-1-1 アクロス福岡８階 

Tel：092-724-7121  Fax：092-724-7124 

 http://www.fukuoka.unhabitat.org 

 E-mail：habitat.fukuoka@unhabitat.org 

 

◎ 平成 14 年度オータムジャンボ宝くじのＰＲ推進についてのお願い 

平成 14 年度オータムジャンボ宝くじは、発売額は 270 億円、発売期間は９月 26

日（木）から 10 月 11 日（金）までの 16 日間、抽せん日は 10 月 17 日（木）の日

程で発売されます。今年度の最高賞金額は、昨年度に引き続き１等・前後賞合わせ

て２億円（１等１億 5,000 万円・前後賞各 2,500 万円）の豪華版となっており、ま

た、「４等５万円」「５等１万円」「６等 3,000 円」と当たり実感のある少額賞金も

充実され、宝くじファンのニーズに十分応えたものとなっております。 

ご案内のとおり、この宝くじは、平成 13 年に創設された「全国自治宝くじ」で、

今年で２回目（年１回発売）の発売となり、その収益金は全て市町村に交付され、

市町村の振興に資するために使われます。既に定着しているサマージャンボ宝くじ

同様、地域住民に親しまれ、“オータムジャンボ”の名に相応しい宝くじに育てて

いくため、売上増進に努めてまいりたいと存じます。昨年度は、厳しい経済情勢に

もかかわらず、発売額 210 億円を完売することができました。今年度は、引き続き

関係各位のご協力をいただきながら、昨年度同様に発売額 270 億円の完売を目指し

てまいりたいと存じますので、各都市におけるＰＲの推進について格別のご協力を

賜りますようお願い申し上げます。 
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平成 14 年度オータムジャンボ宝くじ発売概要 

 

１ 発 売 額  270 億円（９ユニットの場合） 

２ 発 売 単 価  300 円 

３ 発 売 場 所  全国の宝くじ売場 

４ 発 売 期 間  平成 14 年９月 26 日（木）～10 月 11 日（金）（16 日間） 

５ 抽 せ ん 日  平成 14 年 10 月 17 日（木） 

６ 抽 せ ん 会 場  四日市市文化会館（三重県四日市市） 

７ 当せん金支払期間  平成 14 年 10 月 21 日（月）～平成 15 年 10 月 20 日（月） 

８ 当 せ ん 金  下記参照（９ユニットの場合） 

 

等   級 当 せ ん 金 本   数 

１ 等 

１ 等 の 前 後 賞 

１等の組違い賞 

２ 等 

３ 等 

４ 等 

５ 等 

６ 等 

７ 等 

1 億 5,000 万円 

2,500 万円 

10 万円 

1,000 万円 

100 万円 

5 万円 

1 万円 

3,000 円 

300 円 

18 本 

36 本 

1,782 本 

18 本 

180 本 

27,000 本 

180,000 本 

900,000 本 

9,000,000 本 

（財団法人 全国市町村振興協会） 

 
◎ 市長の選挙 

  （選挙日） （市   名）  （市  長  名）  （当  選  回  数）  
    ８月 25 日    山形県東根市  土 田 正 剛 再選（８月 18 日無投票） 

    ８月 25 日    岐阜県高山市  土 野   守      三選 

  おおはし けんいち  

    ８月 25 日    和歌山県和歌山市  大 橋 建 一 新任（８月 25 日就任） 
（担当：総務部）  

 
◎ 市長の退任 

  （退任日） （市   名）  （市  長  名）   
    ８月 16 日 山梨県山梨市  髙 田 清 一   
    ８月 19 日 千葉県銚子市  大 川 政 武  
    ８月 27 日 福島県白河市  今 井 忠 光  

（担当：総務部）  
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◎  行事予定 

 月  日  時 間         会   議   名     所  管      場      所 

９月 ５日 15：00 税源移譲等都市財政基盤確

立プロジェクトチーム第３回会議

財 政 部 全 国 都 市 会 館

第 ２ 会 議 室
９月 10 日 13：00 欧州都市行政調査団事前打

合せ会 

調 査 広 報 部 全 国 都 市 会 館

第 ２ 会 議 室
９月 13 日 13：00 都市づくりに関する検討会 経 済 部 全 国 都 市 会 館

第 ３ 会 議 室

（担当：企画調整室）  

 
◎  訂正のお願い 

  ７月 25 日付で送付いたしました「役員名簿等一覧（平成 14 年７月 19 日現在）」

に記載漏れがありました。謹んでお詫び申し上げますとともに、下記のとおり追加

していただきますようお願いいたします。  

 
（太字が追加部分）  

20 ページ （協議会会長等）に追加 

         大牟田市長 栗原 孝 

27 ページ 「協議会会長等」欄の田川（社）右横に大牟田（社） 

70 ページ 福岡県大牟田の協議会等会長欄 ○  
  〃            〃    の委員会欄 社  

（担当：企画調整室）  

 
※ 「会報」の情報は全国市長会のホームページ（メンバーズページ）でもご覧いただけます。 


